













平成14年 平成17年増減率（注2） 平成14年 平成17年 増減




週1～34時間 t236 1，284 3．9 23．2 237 0．6
週35時間以上 4，014 4，036 0．5 75．2 74．6 ▲0．6
合計 3，489 3，374 ▲33 65．4 62．4 ▲3．0正規職員・
]業員 1週間の
A業時間
週1～34時間 325 291 ▲10．5 6．1 5．4 ▲0．7
週35時間以上 3，117 3，039 ▲25 58．4 56．2 ▲2．2
合計 1ρ53 1，120 6．4 19．7 20．7 tOパート・
Aルバイト 1週間の
A業時間
週1～34時間 711 760 6．9 133 14．1 0．7
週35時間以上 318 334 5．0 6．0 62 0．2
合計 230 278 20．9 4．3 5．1 0．8契約社員・
咜?ﾐ員 1週間の
A業時間
週1～34時間 69 80 15．9 1．3 1．5 0．2














































































































































全体 1．3 2」46 1．9 2，171 2．2 2，165 3．0 2，043 25 2，183
ノマートタイマー 12 t216 1．9 1，218 2．0 t214 2．9 1，135 2．5 1，219
契約社員・準社員 1．3 422 22 421 2．6 417 3．6 405 2．7 422
嘱託社員 1．3 252 1．8 253 22 249 3．3 239 2．8 253

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































合計 2．26 1．35 1．35 1．18 1．89 2．642．02 2．21 2．04 2．10 258 2．46 235
専門職型























































































































































































合計 2．06 0．36 0．25
専門職（契約） 5．12 1．15 0．40
パート（上級） 2B3 0．13 0．17
パート（中級） 2．16 0．26 α23



































































































































































































うち世帯主の割合 7．4 8．5 一 一 一 一
出所）総務省『労働力調査』より作成
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専門職型契約社員の人材活用政策の現状と特徴（藤波）
　一方、専門職型契約社員は外部の専門スキルを調達するという意図からすると、そ
の採用の可否は企業内での内部育成コストとの対比で決定されるということになる。
つまり、専門能力の内部育成と代替関係にある。したがって仕事が専門的であり、か
つ内部でその仕事を担当できる人材がいないときに、その専門スキルを内部化したい
という企業のニーズが発生した場合、企業内に専門職を評価できる人材が不在という
状況が想定される。したがって、トライアル期間として専門職型契約社員として雇用
し、採用のミスマッチを防こうとしているのではないだろうか。
　パート上級は正社員と代替関係にある雇用形態であり、専門職型契約社員は補完関
係の雇用形態である。つまり、パート上級は正社員が行っていた業務を代替する傾向
が強いため、同一労働の正社員との均衡を図るために、正社員に近づける人事管理政
策が講じられている。しかしながら、従来、正社員が行っていた業務を非正社員に置
き換えていくことが人事戦略の基本となっているため、企業が積極的に正社員への転
換を図る可能性は限定的であるといえる。
　一方、専門職型契約社員は正社員では不足している能力を補完することを意図した
雇用形態である。本稿で予想したように、専門職型契約社員の人事管理について正社
員との均衡化を図ることの合理性は低く、むしろ、社内の処遇制度等から離れて世間
相場に見合った賃金を提供していくことの方が必要人材の獲得につながるといえる。
また、社内で蓄積されてこなかった能力の獲得ということであれば、その人材及び職
務の価値を正確に測定することは難しく、契約社員という有期契約を活用することが
企業のリスク回避にもつながる。
　とはいえ、契約期間を通じて専門職型契約社員が能力を発揮した結果、長期的に必
要な能力であることが確かめられれば、正社員の転換を促進することはあり得るだろ
う。企業内でほとんど蓄積・開発されていない能力分野の人材であれば、はじめから
中途採用するよりも、専門職型契約社員としてトライアル雇用期間を設け、採用のリ
スクを削減することが有効な人材獲得戦略である。
　労働者側からみれば、長期雇用ではなく専門能力を活用して、好条件の職場を渡り
歩くことも専門職型契約社員のキャリア形成のあり方であろうが、新しい職場探しに
は常にサーチコストがかかるために、回数（または年齢）を重ねるごとに“転職”す
ることの限界効用は低くなっていくと想定される。すると、専門職型契約社員の中に
も、雇用保障を希望するようになる労働者は一定数存在するはずであり、労使双方の
同意により、ある発生確率で正社員への転換が図られていると考えられる。
　例えば、契約社員の活用を進めているダイキン工業では、専門職型契約社員を、正
社員の代替ではなく、研究開発、海外現地責任者など、社内にない専門性を持った人
材を活用し、事業構造の変化にタイムリーに対応するための契約形態として位置づけ
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ている。専門職型契約社員については、必要な人材を必要な期間活用するためのもの
とし、正社員への転換を制度化してはいない。社内で蓄積の進んでいない専門性の高
い業務は、実際にある期間業務を行ってみなければ価値を判断できないので、一定の
期間が経って必要となれば、その時点で個別に正社員への転換を検討しているようで
ある13。
7．おわりに
　これまでみてきたように専門職型契約社員は、典型的な非正社員であるパートタイ
マー等にみられる「正社員との処遇均衡」という人事政策上には、必ずしも乗らない
形態であるといえる。
　雇用の流動化が進み、企業と労働者との関係が多様化する中にあって、特に企業の
競争力に大きな影響力を与える専門職型契約社員の人事管理をどのようにデザインす
るかが、産業界において重要な課題であるといえる。正社員「代替型」ではない、「補
完型」の非正社員としての専門職型契約社員に関して、労使双方にとって有益な処遇
と人事管理のあり方をデザインするためには、より詳細な調査研究を進めていくこと
が必要である。
　加えて、活用の広がる非正社員を一元的に捉えるのではなく、働き方の違いによっ
て非正社員の人事管理区分を再編成してそれぞれに応じた制度設計を行っていくこと
が重要であるといえよう。
13：労政時報研究所編集部（2004年b）
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専門職型契約社員の人材活用政策の現状と特徴（藤波）
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